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令和４年１１月２２日 

 

〒103-0015 名古屋市中区丸の内三丁目 17 番 13 号 

いちご丸の内ビル 5 階 名古屋ユナイテッド・パートナーズ法律事務所 

オアシス株式会社代理人 

弁護士 真家 茂樹 様 

弁護士 塚本 智也 様 

                特定非営利活動法人消費者被害防止ネットワーク東海 

                            理事長  杉浦 市郎 

       （連絡先）〒464-0075 名古屋市千種区内山 3-28-2 KS 千種ビル６階 F 

                            事務局長 伊藤 英樹 

                   TEL : 052-734-8107 FAX : 052-734-8108 

 

回 答 書 

冠略 オアシス株式会社（以下「貴社」といいます）ほか５社（以下「広告掲載社」といい

ます）に対する貴社発行「元気読本プラス」（以下「本広告冊子」といいます）に関する申

入れに関する貴職令和４年６月７日付「令和４年５月２４日付申入書について」（以下「貴

社回答書」といいます。）及び同年７月１日付「回答書」につき、以下のとおり、当法人の

見解をご連絡申し上げますので、ご検討の上、貴社の見解や今後の対応につき、ご回答くだ

さいますようお願いいたします。 

なお、本回答書は、広告掲載社に対する申入れに関連する論点が含まれることから、各広

告掲載社に送付して貴社との議論状況をお伝えすることを予め申し添えます。 

 

第１ 広告掲載社に対する「記事頁」に関する申入れ（貴社回答書・第２関係）について 

１ 貴社は、本広告冊子の表示のうち、各広告掲載社の商品名が表示されていないページ

（表紙及び下部にオレンジ色の線が付されて成分等の説明等がなされている見開きの

記事頁。以下「記事頁」といいます。）は、オアシス株式会社独自の編集記事であり、

各広告掲載社はその表示内容について一切関与していない等として、各販売業者が当

該ページについて健康増進法等における「表示」をした事業者とは認められないため、

各販売業者に対する申入れを見合わせるよう当団体に要請されています。   
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２ この点に関する当団体の見解は、既に令和４年６月２１日付申入書にて記載したと

おりですが、本書においても改めて回答させていただきます。 

（１）まず、当団体は、広告主である各販売業者が当該「記事頁」の表示の内容に直接的

に関与しているか否かにかかわらず、特定の成分の効能を強調する「記事頁」の表示

内容が商品の広告ページと一体となって実質的に商品の広告として機能しているこ

と、広告代金を支払う広告主が、本広告冊子の構成や関連する「記事頁」の内容を把

握することなく、「広告頁」の表示内容を決定しているとは考えられないことから、

「記事頁」も実質的には各販売業者の「表示」として評価できるとの考えに基づき、

各広告掲載社に対する本申入れを行ったものです。 

（２）この点、各広告掲載社からは、貴社と同様に、記事頁の制作や編集には一切関与し

ておらず、事前に記事内容を確認することはないため、記事頁の表示主体には該当し

ない旨の回答がありました。 

   しかし、本広告冊子は、「記事頁」で取り上げた成分を主成分とする健康食品の広

告を「記事頁」の直後の見開きページに掲載する、という形を取ることによって、「記

事頁」が一体となって商品の広告効果を発揮する構成とされていることに最も大き

な特徴があります。 

この特徴が、数ある広告媒体の中から貴社の本広告冊子への広告掲載を選択する

大きな理由になっており、広告主が自社の商品に関連する記事頁が合わせて掲載さ

れることを前提条件として出稿していることは貴社も認めているところです1。当然、

自社の広告を掲載する本広告冊子に関連する「記事頁」の内容に関心を有さないとい

うことは通常考えられませんので、そもそも、各広告掲載社が「記事頁」の具体的な

内容について制作・編集を行ったり、事前に記事内容を確認することがないとの貴社

らの主張については直ちに信用することは困難です。 

 （３）また、仮に貴社らが主張されるように、各広告掲載社が「記事頁」の内容には直接

には関与していないとしても、景品表示法及び健康増進法においては、「他の事業者

にその決定を委ねた事業者（自己が表示内容を決定することができるにもかかわら

ず他の事業者に表示内容の決定を任せた事業者）」も表示主体（「表示をした事業者」）

と解されているところ（平成 20 年 5 月 23 日東京高裁判決、消費者庁「健康食品に

関する景品表示法及び健康増進法上の留意事項について」（令和 2 年 4 月 1 日改訂）

                                                      
1 貴社回答書４頁（２）１～３段落 
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2（以下「留意事項」といいます）6 頁）、広告主は、関連する記事頁が一体として掲

載されることを前提として出稿していることからすれば、広告主は、実質的には広告

として機能する記事頁の表示内容について貴社に決定を委ねたものとして、記事頁

の表示主体にも当たることは明らかです。 

 （４）さらに、万一、貴社らが主張するように、「記事頁」の表示については、各広告掲

載社が表示主体として評価されない場合であっても、本表示に接する読者としては、

記事頁の表示内容と関連付けて各広告掲載社の商品広告を理解することになること

は明らかですので、各広告掲載社に対し、貴社に対する記事頁の表示内容の改善を求

める等の適切な措置を講ずることを求める次第です。 

３ 以上が現時点での当団体の見解となりますが、念のため、貴社らの主張を踏まえて、

記事頁にかかる各広告掲載社の表示主体性について慎重に判断するために必要となり

ますので、次の点を明らかにするとともに、関連する資料の提供を求めます。 

 ① 2021 年 1 月 1 日から現在までの期間に発行された全ての本広告冊子をご提供くだ

さい。 

 ② 仮に①をご提供いただけない場合には、上記①の期間中に発行された本広告冊子

について、以下の事項を明らかにしてください。 

ａ 本広告冊子の発行回数 

ｂ 本広告冊子に掲載された商品広告の件数 

ｃ 本広告冊子に掲載された商品広告の広告主の事業者数（複数回出稿している事

業者は１として数えてください。） 

ｄ 本広告冊子に掲載された商品広告の商品数（複数回出稿している商品は１とし

て数えてください。） 

ｅ ｂのうち、当該商品に含まれる成分に関連する記事頁が当該本広告冊子に掲載

されていない商品広告の有無、ある場合はその件数 

 ③ 貴社と各広告掲載社との間で取り交わされる本広告冊子への広告出稿にかかる広

告掲載契約書その他の契約条件が分かる書類 

 ④ 貴社が広告主を募る際に広告主に対して提示する営業資料 

                                                      
2 消費者庁「健康食品に関する景品表示法及び健康増進法上の留意事項について」（令和 2
年 4 月 1 日改訂） 
https://www.caa.go.jp/policies/policy/representation/extravagant_advertisement/pdf/extra
vagant_advertisement_200331_0001.pdf 



4 
 

 ⑤ 貴社が記事頁を制作するにあたり、関連する商品の広告主からの当該成分に関す

る研究結果等の情報提供を受けているか。 

 

第２ 貴社に対する申入れ（貴社回答書・第３関係）について 

１ 健康増進法上の誇大表示（同法 65条 1項）及び景品表示法上の優良誤認表示（同法

5条 1項）違反について（貴社回答書・第３・２関係） 

（１）貴社は、「医薬品」として承認を受けていないにもかかわらず、あたかも医薬品と

しての効果があるかのような表示を行うことは、実際に表示されている効果がある

か否かにかかわらず、誇大表示ないし優良誤認表示に該当する旨の当団体の見解に

ついて、健康増進法及び景品表示法の解釈に誤りがあると指摘されています。 

（２）しかし、医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（以

下「薬機法」といいます。）が、厚生労働大臣の承認を受けない医薬品等の製造販売

を禁止するとともに、承認を受けていない医薬品等について広告することを禁止し

たのは、その品質、有効性及び安全性が確認されていない物が、人の疾病の治療や予

防に使用されることを目的とする物として製造販売されることにより、国民が医学

的根拠のある治療の機会を逸するなどして国民の生命、健康の安全が害される虞が

あるためです。他の法律の解釈・運用にあたっては、この薬機法の規制の趣旨・目的

を損ねる解釈がなされるべきではありません。 

   そして、この医薬品等の承認制度が存在することは、我が国では広く一般消費者に

認識されているところですので、医薬品等としての効果があるような広告表示に接

した一般消費者が、実際は医薬品として承認されるだけの品質、有効性及び安全性が

薬機法で定められた審査手続を経て確認、承認されたものではないにもかかわらず、

医薬品として承認されているものと誤認するおそれがあります。 

薬機法に基づく承認手続を経ているか否かが当該医薬品等の品質、有効性、安全性

にかかわる重要な事項であることは言うまでもありませんので、この点につき誤認

される恐れがある以上、実際に効果があるか否かにかかわらず、「実際のものよりも

著しく優良」であると示す表示（景品表示法５条１項の優良誤認表示）及び健康保持

増進効果等について「著しく事実に相違する表示」又は「著しく人を誤認させるよう

な表示」（健康増進法 65 条１項）に該当することは明らかです。 

 

２ 薬機法違反について（貴社回答書・第３・３関係） 

 （１）貴社は、概要、次の理由により、本広告冊子の記事頁は、薬機法上の「広告」に該
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当しないと主張しています。 

① 記事頁には特定の商品に関する情報が掲載されていない 

② 特定の商品とは無関係に制作した記事が掲載される本広告冊子に広告掲載を希

望する広告主がいる場合に広告が掲載されているに留まる。 

③ 記事頁と広告頁を形式面において区別しており、読者は、記事頁と広告頁とで制

作主体が異なっており、記事頁は特定の商品の広告ではないことを理解すること

が可能となっている。 

（２）しかし、繰り返しになりますが、本広告冊子は、記事頁で特定の成分についてその

医薬品的効果があるなどとする記事を掲載した上で、それに続く頁において特定の

商品の広告を掲載するという構成を取っています。 

したがって、本広告冊子に目を通す一般消費者は、通常、記事頁に続いて広告頁を

目にすることになること、記事頁で特定の成分について効果があるとの表示に接し

た消費者は、広告頁に掲載されている商品が当該成分を含んでいるのだから、当該商

品には記事頁に表示された効果があるものと理解することは、明らかです。 

貴社も認めているように、本広告冊子の広告主は、貴社の記事頁で取り上げられる

テーマを確認した上で広告出稿を決めていることからすれば、広告主は、本広告冊子

の記事頁の記載内容が当該商品にとって広告効果があることを期待して出稿してい

るというほかなく、このことからも記事頁の広告効果は明らかであり、記事頁は実質

的に「広告」に該当するというほかありません。 

貴社は、広告に該当するか否かは、これに接する一般消費者がどのように理解する

かによって実質的に判断されるものですので、いずれも形式面のみを論拠とする貴

社の主張には理由がありません。 

 （３）なお、留意事項も、景品表示法及び健康増進法上の「表示」該当性について、「な

お、広告その他の表示において、具体的な商品名が明示されていない場合であっても、

そのことをもって直ちに景品表示法及び健康増進法上の「表示」に該当しないと判断

されるものではない。商品名を広告等において表示しない場合であっても、広告等に

おける説明などによって特定の商品に誘引するような事情が認められるときは、景

品表示法及び健康増進法上の「表示」に該当する。例えば、特定の食品や成分の健康

保持増進効果等に関する書籍や冊子、ウェブサイト等の形態をとっている場合であ

っても、その説明の付近にその食品の販売業者の連絡先やウェブサイトへのリンク

を一般消費者が容易に認知できる形で記載しているようなときは、景品表示法及び

健康増進法上の「表示」に当たる。」（留意事項５頁）として、単に形式的に商品名が
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明示されていないからといって「表示」に該当しないわけではなく、実質的・一体的

に判断されることを指摘しています。 

この趣旨は、薬機法の「広告」該当性の解釈においても、当然に当てはまります。 

例えば、平成 26 年 5 月 22 日付厚生労働省通知「インターネットによる医薬品等

の広告の該当性に関する質疑応答集（Ｑ＆Ａ）について」3でも、サイトのトップペ

ージに具体的な医薬品名等が表示されていなくても、他のページで通達において示

した三つの要件を満たした広告行為が行われている場合には、当該事業者は医薬品

等について広告していると見なすことができる（Ｑ２、Ａ２）とされているように、

当該媒体における表示を全体として実質的に判断されるものと解されています。 

また、平成 29 年 9 月 29 日付厚生労働省通知「医薬品等適正広告基準の解説及び

留意事項等について」4は、ある広告が違反広告に該当するか否かの評価に関する留

意事項として「広告が消費者に与える効果は、その表現、内容だけでなく、利用され

る媒体の性質、広告表現全体の構成や説明の文脈、更には世相によっても異なる。従

って、ある広告が違反広告に当たるか否かの評価については、当解説及び留意事項等

に記載されている事例や文面のみから形式的に判断されるべきではなく、各種の要

素を総合的に考慮して判断する必要があることに留意しなければならない。」として、

消費者に与える効果を踏まえて総合的に判断されるべきことを指摘していますが、

この理が「広告」該当性の判断においても当てはまることはいうまでもありません。 

 （４）以上のとおり、貴社は、本広告冊子の記事頁において、各広告掲載社の商品の広告

を行っていることは明らかです。 

 

 

貴社回答書についての当団体の見解は以上のとおりですので、改めて、本広告冊子の編集

方針・編集姿勢についての抜本的な見直しを求めます。 

以上 

                                                      
3 https://www.mhlw.go.jp/content/000850106.pdf 
4 https://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11120000-
Iyakushokuhinkyoku/0000179263.pdf 
 


